
 

 

 

（１）相続税の計算の流れ 
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（２）基礎控除額 

 

基礎控除額＝5,000 万円＋（1,000万円×法廷相続人の数） 

 

（３）相続税の速算表（相続税法１６） 

 

法廷相続分に応ずる各取得金額 税率 速算控除額 

1,000 万円以下 10% －  

1,000 万円超      3,000 万円以下 15% 50 万円   

3,000 万円超      5,000 万円以下 20% 200 万円  

5,000 万円超    10,000 万円以下 30% 700 万円  

10,000 万円超      30,000 万円以下 40% 1,700 万円  

30,000 万円超 50% 4,700 万円  

 

 

 

 

⑦相続税・贈与税 
相続税…相続を受けた者が払う国税です 

贈与税…贈与を受けた者が払う国税です 
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（４）配偶者の税額軽減(相続税法１９の２) 
 

配偶者の税額の軽減の制度とは、被相続人の配偶者が遺産分割や寄贈により実際にもらった正

味の遺産額が、次の金額のどちらか多い金額までは配偶者に相続税はかからないという制度です。 

 

(ａ)１億６千万円 

(ｂ)配偶者の法定相続分相当額 

 

※法定相続分 

相続人  法定相続分 

子がいる場合 配偶者 2 分の 1 

 子 2 分の 1(人数分に分ける) 

子がいない場合 配偶者 3 分の 2 

 父母 3 分の 1(人数分に分ける) 

子も父母もいない場合 配偶者 4 分の 3 

 兄弟姉妹 4 分の 1(人数分に分ける) 

 

 

 

課税遺産総額（相続財産の課税価格の合計額から基礎控除額を差し引いた残額）が、 

1億2千万円、相続人が妻・長男・長女の3名の場合。 

①法定相続分 妻2分の1、長男4分の1、長女4分の1 

②法定相続分に対応する各相続人の取得金額 

    妻  ： 1億2千万円 × 1／2 ＝ 6,000万円 

    長男 ： 1億2千万円 × 1／4 ＝ 3,000万円 

    長女 ： 1億2千万円 × 1／4 ＝ 3,000万円 

③各相続人の取得金額に対する各人の相続税額 

    妻  ： 6,000万円 × 30 ％（相続税率）－ 700万円（速算控除額）＝ 1,100万円 

    長男 ： 3,000万円 × 15 ％（相続税率）－ 50万円（速算控除額） ＝ 400万円 

    長女 ： 3,000万円 × 15 ％（相続税率）－ 50万円（速算控除額） ＝ 400万円 

④相続税の総額 

    1,100 万円 ＋ 400 万円 ＋ 400 万円 ＝ 1,900 万円 

       ∴相続税の総額は 1,900万円（ただし配偶者の税額軽減等は考慮していない） 

計算例 



（５）相続時精算課税制度 

 

① 概要 

財産の生前贈与を受けた場合は、贈与時に贈与税をいったん支払い、その後の相続時

にその贈与財産と相続財産とを合計して計算した相続税から、既に支払った贈与税を控

除することができます。贈与と相続を通じて納税するもので、受贈者の選択により適用

することができます。贈与財産の種類、金額、贈与回数には制限がありません。 

② 適用要件 

イ）６５歳以上の親から２０歳以上の子（ともに贈与年の 1 月 1 日の満年齢）である

推定相続人（代襲相続人を含む）が受贈したものであること 

ロ）本制度を選択する最初の贈与を受けた年の翌年２月１日から３月１５日までの間

に、所轄税務署長に対してその旨の届出書を贈与税の申告書に添付すること。 

③ 税額の計算 

イ）本制度の選択をした場合は他の財産と区分して贈与税を支払いますが、本制度に

係る贈与税は、贈与財産の価額の合計から、複数年にわたり利用できる 2,500 万

円（非課税枠）を控除した金額に、一律２０％の税率を乗じて算出します。 

ロ）本制度を選択した場合の相続税は、本制度に係る贈与財産（贈与の価額）と相続

財産を合算して通常の方法で計算した相続税から、既に支払った贈与税相当分を

控除します。その際、相続税額から控除しきれない場合は還付が受けられます。 

 

 

 
（６）住宅取得等資金に係る相続時精算課税制度の特例（措法７０条の３） 

 
平成 23 年 12 月 31日までに、自己の居住の用に供する一定の家屋を取得または増改築するた

めの資金の贈与を受けた場合は、65 歳未満の父母からの贈与についても相続時精算税制度を適

用することができます。 

 

① 適用要件 
イ）20 歳以上の子（贈与年の都市の 1 月 1 日の満年齢）が父母から受贈した住宅取得

等資金であること 

ロ）取得または新築する住宅、その敷地の取得資金の贈与を受ける場合、その翌年 3

月 15 日までに居住の用に供したとき、または居住の用に供すると見込まれるとき 

ハ）取得または新築する住宅は、床面積が 50 ㎡以上 

ニ）中古住宅においては、取得日時点で筑後年数が耐火建築物 25 年以内（それ以外は

20 年以内）それを超える場合は地盤に対する一定の安全基準に適合していること 

ホ）増改築等の場合は、増築、改築、大規模の修繕、大規模の模様替等で、当該増改

築等の工事費用が、100 万円以上であること、増改築後の床面積が 50 ㎡以上であ

ること、増改築後の床面積が 50 ㎡以上であることその他の要件をみたすこと 

 

② 税額の計算 
イ）平成 21年 12 月 31日までの贈与は、通常の相続精算課税制度の 2,500 万円の非課

税枠に、1,000万円を上乗せした 3,500万円を贈与財産から控除することができま

す。 

ロ）平成 22年以降の贈与は、通常の相続時精算課税制度と同様の計算になります。 

 

 



（７）贈与税（還暦課税制度） 

 
その年の 1月 1 日から 12月 31 日までの１年間に親族の他、第 3者を含む個人から贈与を受け

た財産価額を合計し、その合計額から基礎控除 110 万円を控除した残額に応じて 10％～50％ま

での 6段階の税率を乗じ、贈与税額を試算する贈与税本来の制度で(4)(5)を選択適用しなければ

これによります。 

 

基礎控除後の課税価格 税率 速算控除額 

200 万円以下 10% －  

200 万円超      300 万円以下 15% 10 万円   

300 万円超       400 万円以下 20% 25 万円  

400 万円超      600 万円以下 30% 65 万円  

600 万円超      1,000万円以下 40% 125 万円  

1,000 万円超 50% 225 万円  

注)税額＝基礎控除後の課税価格×税率－控除額 

 

（８）贈与税の配偶者控除（相続税法２１の６） 

 

婚姻期間が 20 年以上の夫婦の間で、居住用不動産または居住用不動産を取得するための金額

の贈与が行われた場合、基礎控除 110万円のほかに最高 2,000 万円まで控除（配偶者控除）でき

るという特例です。 

 

[要件] イ）夫婦の婚姻が 20 年を過ぎた後に贈与が行われたこと 

ロ）配偶者から贈与された財産が、自分が住むための居住用不動産であることまた

は居住用不動産を取得するための金銭であること 

ハ）贈与を受けた年の翌年 3 月 15 日までに、贈与により取得した国内の居住用不

動産または贈与を受けた金銭で取得した国内の居住用不動産に、贈与を受けた

者が現実に住んでおり、その後も引き続き住む見込みであること 

 

（注）配偶者控除は同じ配偶者の間では一生に一度しか適用を受けることができ

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本記述は実務上特に必要が高いと思われるものを抽出したものであり、一部簡略化されており

ます。ご了承ください。 


